
海津市の市債・公債費のすがた
＜令和５年度版＞

海津市 総務部 企画財政課
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１．はじめに

（１）地方債（市債※）の意義
地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担する債務

その性格は、
① 地方公共団体が負担する債務であること
② 資金調達によって負担する債務であること
③ 証書借入又は証券発行の形式を有すること
④ 地方公共団体の課税権を実質的な担保とした債務であること
⑤ 債務の履行が一会計年度を超えて行われるものであること

（２）地方債の機能
① 財政支出と財政収入の年度間調整

⇒ 円滑な執行と財政負担を後年度に平準化
② 住民負担の世代間の公平のための調整

⇒ 現世代の住民と将来便益を受ける後世代の住民と負担を分割
③ 一般財源の補完

⇒ 財源確保対策として、当該年度の一般財源の不足を補完
④ 国の経済政策との調整

⇒ 国による景気対策等に対応して、地方公共団体の事業量を調整

※市債とは、市が借入した地方債をいう。
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２．地方財政の借入金残高の推移

・令和５年度末残高見込みの183兆円は、対ＧＤＰ比で32.1％にあたる
・183兆円の内訳は、交付税特別会計借入金28兆円、公営企業債（普通会計負担分）16兆円、

地方債139兆円（表示単位未満の端数の関係上、内訳と計が一致しない場合があります）



３．令和４年度の借入状況（令和４年度決算）
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実施事業名 地方債計画の事業区分 借入額（千円）

道路ストック老朽化対策事業（繰越） 旧合併特例事業債 4,100 

振興事業基金造成事業 旧合併特例事業債 800,000 

海津苑改修事業 旧合併特例事業債 58,400 

通学路交通安全対策事業 旧合併特例事業債 1,300 

道路ストック老朽化対策事業 旧合併特例事業債 64,500 

県単道路改良工事負担金事業 旧合併特例事業債 6,200 

スマートＩＣ整備事業 旧合併特例事業債 14,700 

沢谷川改修事業 旧合併特例事業債 6,000 

河川改修工事負担金事業 旧合併特例事業債 5,500 

市営住宅解体整備事業 旧合併特例事業債 37,700 

小学校統合整備事業 旧合併特例事業債 343,600 

海津公民館改修事業 旧合併特例事業債 38,400 

歴史民俗資料館整備事業 旧合併特例事業債 5,200 

救急車両購入事業 旧合併特例事業債 9,000 

消防車両購入事業 旧合併特例事業債 18,700 

ごみ収集車両購入事業 過疎対策事業債 8,100 

通学路交通安全対策事業 過疎対策事業債 3,900 

道路ストック老朽化対策事業 過疎対策事業債 60,900 

県単道路改良工事負担金事業 過疎対策事業債 300

海西小学校空調設備更新事業 過疎対策事業債 2,700
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実施事業名 地方債計画の事業区分 借入額（千円）

今尾認定こども園解体整備事業 過疎対策事業債 3,600 

平田地区体育館解体整備事業 過疎対策事業債 11,400 

臨時財政対策 臨時財政対策債 161,700 
下水道事業（建設改良）（繰越） 下水道事業債 173,500

下水道事業（建設改良） 下水道事業債 220,700 

下水道事業（資本費平準化） 下水道事業債 500,000 

水道事業（建設改良） 水道事業債 300,000 

合計 2,860,100 



４．合併後の借入状況（過年度の推移及び令和５年度見込み）

・令和４年度の借入額は、主に旧合併特例事業債の増により、28億6,010万円（前年比＋7億
1,980万円）となった

・令和５年度の借入見込額は、旧合併特例事業債及び過疎対策事業債等の増により、 増加
見込みである

6



５．旧合併特例事業債について（過年度の推移及び令和５年度見込み）
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・旧合併特例事業債とは、合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う事業又は、地域振興等のために
設ける基金の積立てに要する経費について発行する地方債である

・発行可能期間は、合併年度及びこれに続く20年度に限る（海津市は平成17年度から令和6年度まで）
・地方債充当率は、起債対象経費の95％であり、元利償還金の70％が地方交付税の基準財政需要額に
算入される



６．過疎対策事業債について（令和４年度決算及び令和５年度見込み）
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・過疎対策事業債とは、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第8条第1項の規定による
過疎地域持続的発展市町村計画に基づいて実施する事業の経費について発行する地方債である

・地方債充当率は、起債対象経費の原則100％であり、元利償還金の70％が地方交付税の基準財政需
要額に算入される

令和４年度実施事業名 借入額（千円）
今尾認定こども園解体整備事業 3,600 
ごみ収集車両購入事業 8,100 
通学路交通安全対策事業 3,900 
道路ストック老朽化対策事業 60,900 
県単道路改良工事負担金事業 300 
平田地区体育館解体整備事業 11,400 
海西小学校空調設備更新事業 2,700 

合計 90,900 
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７．臨時財政対策債について（過年度の推移及び令和５年度見込み）

・臨時財政対策債とは、地方財政計画に定める標準的な支出を確保するため、地方財政法に基づき
地方債の特例として発行する地方債である

・発行可能額は普通交付税の算定を通じて、財源不足額を基礎とする方式により算出する
・臨時財政対策債の元利償還金は、その全額が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入される



８．公債費（市債の元利償還金）について（令和４年度決算）

令和４年度 目的別償還額（全会計）

・一般会計の目的別では、臨時財政対策債を
除くと、小中学校の施設整備・耐震補強等の
事業実施により、教育費が4億9,431万円と最
も多い

・借入先別は、財務省が15億7,784万円で
42.0％と最も多く、次いで地方公共団体金融
機構が8億2,791万円で22.1％と多い

・全会計における公債費は、37億5,449万円
（前年度比＋2億8,164万円）となった
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区分 元利償還額（円）

一般会計 1,691,850,047

議会費 0

総務費 174,034,253

民生費 53,173,331

衛生費 30,225,750

労働費 4,964,924

農林水産業費 15,903,446

商工費 8,427,210

土木費 89,998,929

消防費 64,763,782

教育費 494,306,296

一般会計出資債 4,408,866

災害復旧 998,748

減税補てん債 7,046,362

臨時財政対策債 743,597,272

減収補てん債 878

特別会計 48,485,544

クレール平田運営特別会計 5,604,600

月見の里南濃運営特別会計 42,880,944

企業会計 2,014,151,362

水道事業 374,949,385

下水道事業 1,230,646,071

介護老人福祉施設事業特別会計 113,038,984

介護老人保健施設事業特別会計 295,516,922

合計 3,754,486,953



９．目的別、利率別残高（普通会計：令和４年度決算）

・目的別では、臨時財政対策債が全体の43.3％、次いで教育費が22.9％を占めている
・利率別では、近年は低金利が続いており、全体の95.9％が利率1.0％以下となった
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令和４年度末 目的別現在高（普通会計）

区分 目的別現在高（千円）
一般会計 16,359,895 

議会費 0 
総務費 2,632,873 
民生費 645,272 
衛生費 154,705 
労働費 34,121 
農林水産業費 54,300 
商工費 180,980 
土木費 1,253,551 
消防費 440,918 
教育費 3,775,863 
一般会計出資債 23,203 
災害復旧 2,346 
減税補てん債 5,778 
臨時財政対策債 7,126,685 
減収補てん債 29,300 

特別会計 117,974 
クレール平田運営特別会計 54,743 
月見の里南濃運営特別会計 63,231 

合計 16,477,869 



１０．市債残高の推移（全会計）（過年度の推移及び令和４年度決算）

・令和４年度末の全会計の市債残高合計は、309億2,690万円（前年度比△6億6,789万円）となった
・前年度末に比べ普通会計債、公営企業債共に減少し、合併以降の全会計の市債残高合計は、
減少傾向である
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１１．市債残高の推移（各会計）（過年度の推移及び令和４年度決算）

・普通会計の市債残高は、164億7,787万円（前年度比△2,638万円）で、平成27年をピークに
減少している

・公営事業会計の市債残高は、144億4,904万円（水道事業会計で24億2,412万円、下水道
事業会計で120億2,492万円、介護事業会計は全額繰上償還）で、合併以降は減少している
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１２．県内都市の公債費の状況（普通会計：令和４年度決算）

・海津市の公債費（普通会計）は、17億4,034万円（前年度比＋208万円）となった
・県内都市で7番目に少ないが、住民１人当たりに換算すると6番目に多い
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※ 岐阜県市町村課ホームページ 『令和４年度 普通会計決算』より



１３．県内都市の地方債残高（普通会計：令和４年度決算）

※ 岐阜県市町村課ホームページ 『令和４年度 普通会計決算』より

・海津市の地方債残高（普通会計）は、164億7,787万円（前年度比△2,638万円）となった
・県内都市で7番目に少ないが、住民１人当たりに換算すると7番目に多い
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１４．実質公債費比率について（令和４年度決算）

【実質公債費比率とは】

地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）や公営事業債に対する繰出金などの公債費に準ずる
ものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの
占める割合の前３年度の平均値をいう。地方債の償還金及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、
資金繰りの危険度を示す比率である。

○ 18％以上になると起債に当たり許可が必要
○ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律において、早期健全化基準は25％、

財政再生基準は35％とされている

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） －
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 ＝
（３ヵ年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※準元利償還金とは ： 以下の合計額
①公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金
②一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金
③債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 等

・令和４年度 海津市の実質公債費比率：8.3％
（単年度 ・Ｒ2：8.61966 ・Ｒ3：8.30210 ・Ｒ4：8.26447の３ヵ年平均）
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１５．実質公債費比率の状況（令和４年度決算確報値）

・海津市の実質公債費比率は8.3％となった
・前年度より0.5ポイント改善したものの、県内都市では6番目（前年度と同じ）に高い
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※ 岐阜県市町村課ホームページ 『令和４年度 市町村の健全化判断比率等（確報値） 』より



・地方債の元利償還金の一部は、地方交付税の算定を通じて財源保障される仕組みである
例）旧合併特例事業債・・・交付税算入率70％（元利償還金1,000円あたり700円の需要額算入）

令和５年度合併特例債元利償還金：906,468千円、交付税算入額：634,528千円

費目名 起債名 算入額(千円)

道路橋りょう費 臨時地方道整備事業債 3,402

公園費 公園緑地事業債 138

下水道費 公共下水事業債 404,406

小学校費 義務教育施設整備事業債 27,373

清掃費 一般廃棄物処理施設整備事業債 28,874

農業行政費 臨時地方道整備事業債 815

合 計 465,008

＜基準財政需要額：公債費への算入額＞ ＜基準財政需要額：各費目への算入額＞
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１６．市債の交付税算入額について（令和５年度算定）

費目 合計（千円）

災害復旧費 901

補正予算債償還費（H10以前許可） 94

補正予算債償還費（H11以降同意） 570

地方税減収補てん債償還費 78

財源対策債償還費 10,121

減税補てん債償還費 13,343

臨時財政対策債償還費 701,496

東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費 592

国土強靭化施策債償還費 1,079

過疎対策事業債償還費 1,239

合併特例債償還費 634,528

合計 1,364,041



１７．公債費（市債の元利償還金）について（令和５年度見込み）

令和５年度 目的別償還見込額（全会計）

・一般会計の目的別では、臨時財政対策債を除くと、
教育施設の整備・改修事業等の実施により、教育
費が4億2,198万円と最も多く、次いで統合庁舎整
備事業等の実施により、総務費が2億4,207万円と
なった

・借入先別では、財務省が11億9,584万円で36.7％
と最も多く、次いで地方公共団体金融機構が6億
9,175万円で21.2％となった

・全会計における公債費は32億5,655万円（前年度
比△1億4,894万円）となった
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区分 元利償還見込額（円）

一般会計 1,730,675,900 

議会費 0 

総務費 242,068,970 

民生費 80,019,165 

衛生費 30,252,780 

労働費 4,964,924 

農林水産業費 15,903,446 

商工費 8,426,818 

土木費 106,129,173 

消防費 75,699,941 

教育費 421,980,619 

一般会計出資債 4,142,704 

災害復旧 998,748 

減税補てん債 4,686,414 

臨時財政対策債 735,401,320 

減収補てん債 878 

特別会計 48,485,544 

クレール平田運営特別会計 5,604,600 

月見の里南濃運営特別会計 42,880,944 

企業会計 1,477,388,099 

水道事業 351,320,918 

下水道事業 1,126,067,181 

合計 3,256,549,543 


